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平成 31 年度の機構集積協力金の概要についての骨子（案）が公表されました。協力金は①地

域集積協力金、②経営転換協力金、③農地整備・集約協力金の３種類です。平成 30 年度まで交

付されていた「耕作者集積協力金」は 31年度からは廃止となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○農地を貸したい方へ 

 離農や、規模縮小を考えておられる方、農地が荒れる

前に農地中間管理機構、市町村農政担当課にご連絡く

ださい。 

○農地を借りたい方へ 

 農業を始めたい方、規模拡大を考えておられる方、農

地中間管理機構では農用地等の借受希望者の募集を通

年行っています。詳細については機構までご連絡くだ

さい。 

京都府農地中間管理機構（一般社団法人京都府農業会議） TEL：075-417-6868 

平成 30 年度まで 平成 31 年度から 

地域集積協力金 

経営転換協力金 

耕作者集積協力金 

地域集積協力金（中山間地域の取組や、集約化への支援を重点化） 

経営転換協力金（経営転換・リタイヤする農業者へ交付） 

農地整備・集約協力金（農地耕作条件改善事業の農業者負担の軽減） 

① 地域集積協力金 

（1）集積・集約化タイプ 

  

 

機構の活用率 
交付単価 

一般地域 中山間地域 

区分1 20%超40%以下 4%超15%以下 1.0万円/10a 

区分2 40%超70%以下 15%超30%以下 1.6万円/10a 

区分3 70%超 30%超50%以下 2.2万円/10a 

区分4  50%超 2.8万円/10a 

要件① 1割以上が新たに担い手に集積されること。 

要件② 機構への貸付期間が 6年以上であること。 

（2）集約化タイプ 

 機構の活用率 交付単価 

区分1 40%超70%以下 0.5万円/10a 

区分2 70%超 1.0万円/10a 

 要件①担い手の 1 ㏊（中山間地 50a）以上の団地面積が 20%以上増加 

すること。 

要件②担い手の 1 ㏊以上の団地面積の割合が 40％以上の地域において、 

1 団地当たりの平均農地面積が 1.5 倍以上になること。 

 地域集積協力金は、平成 31 年度

から交付要件により２つのタイプ

が作られましたが、どちらも「実質

化」された京力農場プランが策定さ

れた地域で、地域内のまとまった農

地が、当該年度 2月末日までに受け

手に貸し付けられていることも交

付の要件となっています。 

 また、（1）集積・集約化タイプと

（2）集約化タイプの同一年度での

重複交付はできません。 

 

□機構の活用率 

当該年度の貸付面積 

地域の農地面積 

（前年度までの貸付面積除く） 
＝ 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成３１年度の機構集積協力金について概要（案）を掲載しました。 

実施要綱等の制定過程で変更される場合がありますので、ご留意ください。 

 

 

 

 

 

 

開催日 催事名 会場 お問い合わせ 

平成 31 年 

4 月 10 日(水) 
農地農政相談 福知山市内複数会場 福知山市農業委員会事務局 

平成 31 年 

4 月 18 日(木) 

山城地域就農相談 京都府田辺総合庁舎 

山城北農業改良普及センター 
（TEL：0774-62-8686） 

山城南農業改良普及センター 
（TEL：0774-72-0237） 

◆事前に予約が必要です（相談日の７日前までにご予約下さい） 

◆ある程度の就農準備ができている方を相談対象として想定しています。 

◆就農準備がどの程度できているかにより、他の相談機関を紹介する場合がありますので御了承く

ださい。 

※ 京都府農地中間管理機構では、「FarmBankNews」を（一社）京都府農業会議の HP に掲載しています。 

(一社)京都府農業会議（農地中間管理機構）のホームページからメールアドレスの登録ができます。どなたでもご登録

いただけますので、農地中間管理事業に興味のある方、また、活用をお考えの方、お気軽にご登録ください。 

ホームページ URL はこちら http://www.agr-k.or.jp/~kyoto-j/farmbank/ 

② 経営転換協力金 

年度 交付単価 

H31～H33 
1.5万円/10a 

（上限50万円/戸） 

H34～H35 
1.0万円/10a 

（上限25万円/戸） 

要件①農地を農地中間管理機構に貸し付けることにより 

   経営転換する農業者、リタイヤする農業者が対象。 

要件②農地を 10 年以上機構に貸し付けること。 

要件③遊休農地がある場合は解消すること。 

 経営転換協力金は、今後 5 年間で段階的に縮

減・廃止されます。こちらも、機構が借り受け

た農地が、当該年度 2 月末日までに受け手に

貸し付けられていることが交付の要件となっ

ています。 

③ 農地整備・集約協力金 

目標年度における 

担い手の農地集約率 

交付率 

（整備費に対する割合） 

100% 12.5% 

90%以上 8.5% 

80%以上 5.0% 

 

要件①対象農地が基盤整備済み地区に内在または隣接し、 

地域内で合計 10 ㏊（中山間地域は 5 ㏊）未満で 

あること。 

要件②対象農地のすべてが目標年度までに担い手に集積 

され、農地中間管理権が 15 年以上設定されている 

こと。 

 

 農地整備・集約協力金は、「実質化」された京

力農場プランが策定された地域で、農地耕作

条件改善事業に取り組む場合の農業者負担を軽

減するために交付されます。 

 

□担い手の農地集約率 

担い手に集約した 

事業対象農地面積 

事業対象農地面積 
＝ 


